
豊田市耐震等関連事業に係る補助金代理受領に関する事務取扱要領 

（目的等） 

第１条 この要領は、豊田市が交付する耐震等関連事業に係る補助金において、

当該補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）の一時的な

金銭的負担を軽減するため、耐震等関連事業に係る契約を締結した者が申請

者の委任を受け当該補助金の受領を行う場合（以下「代理受領」という。）の

手続について必要な事項を定めるものとする。 

２ 次に掲げる事業における補助金の受領については、この要領に定めるとこ

ろにより代理受領制度を利用できるものとする。ただし、代理受領制度を利

用できる申請者は法人（区分所有された住宅における建物の区分所有等に関

する法律（昭和３７年法律第６９号）第３条に規定する区分所有者の団体又

は同法第 47 条第１項に規定する法人を除く。）その他の団体でない者に限る。 

(1) 豊田市民間木造住宅耐震改修工事等補助金交付要綱における次の補助事

業 

ア 一般耐震改修工事 

イ 一段目耐震改修工事 

ウ 二段目耐震改修工事 

エ 耐震シェルター等整備工事 

(2) 豊田市非木造住宅等耐震化促進事業補助金交付要綱における次の補助事

業 

耐震改修工事 

(3) 豊田市住宅・建築物土砂災害対策改修補助金交付要綱における補助事業 

（定義） 

第２条 この要領における用語は、豊田市民間木造住宅耐震改修工事等補助金

交付要綱、豊田市非木造住宅等耐震化促進事業補助金交付要綱及び豊田市住

宅・建築物土砂災害対策改修補助金交付要綱において使用する用語の例によ

る。 

２ この要領において「耐震等関連事業」とは、前条第２項各号に規定する補

助事業をいう。 

３ この要領において「事業者」とは、申請者と耐震等関連事業に関する契約

を締結した者をいう。 

（届出） 

第３条 耐震等関連事業の補助金の受領において、代理受領制度を利用しよう

とする申請者は、補助金交付申請書を提出する際に、代理受領届出書（様式

第１号）を市長に提出しなければならない。 

（届出確認の通知） 

第４条 市長は、前条の規定による届出を受けたときは、その内容を確認のう

え代理受領届出確認通知書（様式第２号）を申請者へ送付するものとする。 

（届出の取下げ） 



第５条 前条の規定による通知を受けた申請者が、代理受領を取りやめようと

するときには、事業完了の実績報告をする前までに、代理受領届出取下届（様

式第３号）を市長に提出しなければならない。 

２ 申請者が、耐震等関連事業の遂行が困難になり、事業の中止、取下げ又は

廃止の届出等を提出した場合は、前項の規定による届出を提出したものとみ

なす。 

（届出内容の変更） 

第６条 申請者は、第４条の規定による通知を受けた後に届出の内容に変更が

生じた場合は、代理受領届出変更届（様式第４号）を市長に提出しなければ

ならない。 

２ 市長は、前項の規定による届出を提出した申請者に対し、代理受領届出変

更確認通知書（様式第５号）により通知するものとする。 

（補助金の代理受領） 

第７条 第 4 条または第６条第２項の規定による通知を受けた申請者は、補助

金の額の確定に係る通知を受けた後、交付請求のときに、代理受領に係る委

任状（様式第６号）を提出しなければならない。ただし、第５条の規定によ

る取下届を提出した場合は、この限りでない。 

２ 市長は、前項の代理受領に係る委任状に基づき、申請者の受任者たる事業

者へ補助金を交付するものとする。 

３ 事業者は、前項により受領する補助金の額に相当する額を、耐震等関連事

業の経費として申請者へ請求する額から控除するものとする。 

（利用の取消し） 

第８条 市長は、申請者又は事業者が、次の各号のいずれかに該当する場合は、

代理受領の利用を取り消すことができる。 

(1) 耐震等関連事業の補助金の交付決定を取り消した場合 

(2) 代理受領届出確認通知書または、代理受領届出変更確認通知書の受領が

確認できない場合 

(3) 虚偽の届出その他不正の行為があると判明した場合 

(4) 法令又はこの要領に違反した場合 

(5) その他市長が代理受領制度の利用を不適当と認めた場合 

（書類の保管） 

第９条 代理受領制度を利用した申請者及び事業者は、代理受領に係る関係書

類を整理し、補助金の交付を受けた年度終了後５年間保管しなければならな

い。 

（その他） 

第 10 条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、令和３年４月１日から施行する。 



（この要領の失効） 

２ この要領は、令和６年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日以

前にこの要綱の規定に基づき既になされた交付申請に係る補助金の交付に関

しては、同日後も、なおその効力を有する。 



様式第１号（第 3条関係） 

   年  月  日  

豊田市長 様 

〒    － 

住所                 

申請者 氏名                   

電話                   

代理受領届出書 

豊田市耐震等関連事業に係る補助金代理受領に関する事務取扱要領第３条の規定により、

下記建物所在地で実施する耐震等関連事業における補助金の受領を、下記の事業者に委任

する予定であることを届出します。 

記 

１ 耐震等関連事業   □ 木造住宅耐震改修工事（一般・一段目・二段目） 

            □ 非木造住宅等耐震改修工事 

            □ 耐震シェルター等整備工事 

            □ 土砂災害対策改修 

２ 建物の所在地    豊田市                        

３ 工事等の名称                               

上記耐震等関連事業において、補助金の受領の委任を受ける予定です。 

【受任予定者】住所又は所在地                     

         商号又は名称                     

代表者肩書氏名

         電 話 番 号                       



様式第２号（第４条関係） 

（年度）豊   発第    号 

様  

代理受領届出確認通知書 

      年  月  日付けで提出された代理受領届出書の内容を確認しましたので、

豊田市耐震等関連事業に係る補助金代理受領に関する事務取扱要領第４条の規定により通

知します。 

年  月  日 

豊田市長        □印 

工事等の名称                               

留 意 事 項   代理受領制度を利用する場合、事業者が受け取る補助金額に相当す  

る額が、上記工事等の経費として申請者へ請求される額から控除さ 

れるものとします。 

                     連絡先   



様式第３号（第５条関係） 

  年  月  日 

豊田市長 様 

                 申請者 住所                  

                     氏名                  

代理受領届出取下届 

      年  月  日に提出した代理受領届出書について、下記により取り下げた

いので届出します。 

記 

１ 耐震等関連事業   □ 木造住宅耐震改修工事（一般・一段目・二段目） 

            □ 非木造住宅等耐震改修工事 

            □ 耐震シェルター等整備工事 

            □ 土砂災害対策改修 

２ 建物の所在地    豊田市                          

３ 工事等の名称                                 

４ 取下げの理由                                 



様式第４号（第６条関係） 

  年  月  日 

 豊田市長 様 

                 申請者 住所                  

                     氏名                  

代理受領届出変更届 

年  月  日に提出した代理受領届出書の内容について変更したいので、

豊田市耐震等関連事業に係る補助金代理受領に関する事務取扱要領第６条の規定により、

下記のとおり届出します。 

記 

１ 耐震等関連事業   □ 木造住宅耐震改修工事（一般・一段目・二段目） 

            □ 非木造住宅等耐震改修工事 

            □ 耐震シェルター等整備工事 

            □ 土砂災害対策改修 

２ 建物の所在地    豊田市                          

３ 工事等の名称                                 

４ 変更の内容                                  

５ 変更の理由                                  



様式第５号（第６条関係） 

（年度）豊   発第    号 

様  

代理受領届出変更確認通知書 

      年  月  日付けで提出された代理受領届出変更届の内容を確認しました

ので、豊田市耐震等関連事業に係る補助金代理受領に関する事務取扱要領第６条の規定に

より通知します。 

年  月  日 

豊田市長        □印 

工事等の名称                                 

                     連絡先   



様式第６号（第７条関係） 

  年  月  日 

 豊田市長 様 

           委任者（申請者）住所                  

                   氏名                  

代理受領に係る委任状 

私は、下記の補助金の受領について豊田市耐震等関連事業に係る補助金代理受領に関す

る事務取扱要領第７条の規定により、委任します。 

記 

１ 耐震等関連事業   □ 木造住宅耐震改修工事（一般・一段目・二段目） 

            □ 非木造住宅等耐震改修工事 

            □ 耐震シェルター等整備工事 

            □ 土砂災害対策改修 

２ 建物の所在地    豊田市                        

３ 工事等の名称                               

４ 補助金確定通知書  ア 通知番号        豊   発第     号 

            イ 確定金額   金               円 

上記耐震等関連事業において、補助金の受領の委任を受けることを承諾します。 

【受任者（事業者）】住所又は所在地                     

             商号又は名称                     

              代表者肩書氏名                     

【受任者受取口座】 金 融 機 関 名                     

                   支 店 名 等                      

                   預 金 種 別 等          普通 ・ 当座        

    口 座 番 号                     

      フ リ ガ ナ 

      口 座 名 義                     


